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　日本ゼオンは、株主をはじめとする多様なステークホル

ダーの利益を尊重し、利害関係を調整しつつ収益を上げ、企

業価値を継続的に高めることを目指します。その実現のため

に、コーポレートガバナンスを通じて効率的かつ健全な企業

経営を可能にするシステムを構築する努力を継続します。

　また、内部統制システムを整備することにより、各機関・

社内組織の機能と役割分担を明確にして迅速な意思決定と執

行を行います。その経過および結果については適切な監視と

情報公開を行い、経営の透明性の向上に努めます。

コーポレートガバナンス基本方針

https://www.zeon.co.jp/csr/concept/pdf/200281514.pdf

コーポレートガバナンス報告書

https://www.zeon.co.jp/news/assets/pdf/220705.pdf

　日本ゼオンのコーポレートガバナンス体制を構成する主な

組織は以下のとおりです。

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

取締役会
　取締役会は、業務執行の法令・定款への適合性を確保する

ため、監査役の出席のもと、原則毎月開催しています。法令に

定める職務のほか、経営の基本方針・戦略その他重要な業務

執行の決定などの職務を行います。2022 年 7 月現在、社外取

締役 3 名を含む 9 名の取締役によって構成されています。

常務会
　常務会は、常務会規程に基づき、代表取締役、常務以上の

役付執行役員などで構成され、原則毎月 2 回開催し、経営に

関する重要事項について、出席常勤監査役の意見を参考にし、

十分な議論を行い審議・決定します。議案のうち取締役会規程

に定めのある重要事項について、取締役会にて審議・決定して

います。

監査役会
　監査役会設置会社として、社外監査役 3 名を含む 5 名で構

成される監査役会を設置しています。監査役会では重要事項に

ついて報告・協議・決議を行います。各監査役は監査役会が定

めた監査役監査基準に基づき、取締役会への出席、子会社を

含む業務状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っ

ています。

役員指名・報酬委員会
　役員の指名・報酬等に係る、取締役会の機能の客観性、透

明性を強化することを目的として、取締役会の諮問機関として

設置されています。委員 4 名で構成され、そのうち 3 名は独立

社外取締役です。
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コーポレートガバナンス体制図（2022 年 9月現在）
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　危機管理委員会がゼオンのリスクマネジメントを推進してい

ます。法令違背の防止や法令遵守についてはコンプライアンス

委員会のもとで活動しています（体制等詳細はコンプライアンス

（→ P.53）に掲載）。情報管理委員会では情報の入手から廃棄

に至るまでの適切な管理を行っています。

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制

　ゼオンでは、潜在的なリスク情報を早期に収集して適切に

対処するために、内部通報制度を整備しています。リスク情

報の通報ルートとして、上司経由または直接の危機管理委員

会への通報という社内窓口のみならず、社外に設置した弁護

士を窓口とする「コンプライアンス・HOTLINE」を設けてい

ます。（下記①～③）

　危機管理委員会は通報内容について事実関係の調査を行

い、その調査結果から社内の組織に対策を指示するなど、適

切に対処しています。

2021 年度 内部通報件数： 4 件

　地震や風水害などによる事業継続への影響を軽減すべく、

事業継続計画書（BCP) を策定し、その実効性を高めるため

に訓練を実施しています。2021 年度は全社訓練 1 回、本社

のテレワーク常態化を前提とした危機管理チーム（CMT）訓

練 2 回、工場訓練 2 回を実施しました。

　また、事業部や工場はそれぞれの BCP を作成し、非常時に

即応できる体制を構築するとともに、継続的な見直し（BCM）

や独自の訓練を実施しています。

内部通報制度

BCP の策定と訓練実施

内部通報のフロー

危機管理委員会　2021 年度の実績
・発生した案件の処理および再発防止策の策定

・リスクおよびクライシスに対する統制活動の充実

例：大規模地震を想定した事業継続計画（BCP）の内容見直し

「コンプライアンス・HOTLINE」
通報先：弁護士　吉村 浩

事務所：�〒102-0072 東京都千代田区飯田橋1-9-7（池谷ビル3階） 

吉村法律事務所

電話：03（3264）1805

FAX：03（3264）1806

E-Mail：yosimura@tkh.att.ne.jp

危機管理委員会
リスクの予防・収拾　クライシスへの対応

情報管理委員会
情報の適切な管理

内部統制部会

独占禁止法遵守部会

安全保障輸出管理部会

コンプライアンス委員会
法令違背の防止　法令遵守の教育・訓練

CSR会議

リスクマネジメント・コンプライアンス体制図

 リスクの発見
 コンプライアンス
違反の発見

 通報の受付
 事実の記録
 結果の通知

 事実関係の
調査と対策

通報・報告  
調査結果のフィードバック  

通報者

上司

社外窓口の弁護士

危機管理委員会

コンプライアンス・HOTLINE
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コンプライアンス

ゼオンのコンプライアンス体制図

2021 年度の実績

独占禁止法遵守部会

安全保障輸出管理部会

　コンプライアンス委員会が、ゼオンのコンプライアンス活

動を推進しています。コンプライアンス委員会には、独占禁

止法遵守部会、安全保障輸出管理部会、内部統制部会の 3 つ

の下部組織があります。

・�コンプライアンス意識の浸透・定着を図る活動の継続

・�海外グループ企業に対する法務リスク管理体制の再整備

内部統制部会

・�連結決算を誤るリスクを抽出しリスク防止のための統制を

構築。その統制が正しく機能しているかの評価を実施

・�2021 年度は 5 回開催し、非有効な統制は確認されませんで

した

・�事業部門における製品販売価格改定に際して事前審査を行

い、競争会社の役職員と面談する場合の事前審査や業界団

体への出席調査を実施

・�一般社員向け講習会および各部署担当者向け講習会を実施

・�リスト規制該非判定や取引審査の最終判定を多数実施

コンプライアンス体制

コンプライアンス委員会

情報セキュリティ監査

　ゼオンでは、潜在的なリスク情報を早期に収集して対処を

容易にするために、内部通報制度を整備しています。

（内部通報制度の詳細は「リスクマネジメント」に掲載）

　内部監査は、業務上の不正や誤謬の防止を図ることを目的

として行われます。

　監査室は、各部署が法令や社規等に基づいて適法かつ効率

的に業務を遂行しているかを点検・評価し、違反・不遵守事

項等があった場合、改善を要請します。また、監査室は、各

部署の対策の実施状況について定期的にフォローアップ監査

を実施します。

2021 年度実績：32 部署（日本ゼオン 13 部署、国内グルー

プ企業 7 社、海外グループ企業 12 社）

2022 年度計画：36 部署（日本ゼオン 16 部署、国内グルー

プ企業 10 社、海外グループ企業 10 社）

　情報セキュリティ監査は、情報資産の取り扱いに関する内

部監査です。ゼオンの各部門・部署に対し、自主診断形式で

実施しています。

内部通報制度

内部監査

コンプライアンス委員会

独占禁止法遵守部会
独占禁止法違反防止

適正な安全保障輸出管理

財務報告の信頼性確保

安全保障輸出管理部会

内部統制部会

法令違背の防止
法令遵守の教育・訓練
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利益配分

株主との建設的な対話に関する方針

株主総会の実施状況

　剰余金の配当については、株主の皆様へ安定的、継続的に

配当していくことを基本としています。

　また日本ゼオンは、中間配当と期末配当の年 2 回の剰余金

の配当を行うことを基本としています。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当に

ついては取締役会です。内部留保資金については、積極的な

設備投資や独創的技術の開発、生産革新に活用していきます。

株主への情報発信

　事業の状況、トピックス等をご紹介する冊子を、年 2 回、

株主様あてにお送りしています。

　2021 年 12 月発行の「第 97 期中間報告書」では、カーボ

ンニュートラルとサーキュラーエコノミーを実現する「もの

づくり」への転換を特集し、要となる方策（2050 年を見据

えたカーボンニュートラルマスタープラン策定）、「ものづく

り」転換のための３大施策と具体的取り組み事例について紹

介しました。

　今後も個人株主の皆様のニーズに合った誌面、より親しみ

やすい誌面を目指していきます。

　株主との対話は IR・SR 担当部署が主管し、管理担当役員

が統括します。IR・SR 担当部署は、当社内の関係部門と適宜

情報交換を行い、株主に対する正確かつ偏りのない情報提供

を行います。

　ゼオンは、四半期毎の投資家向け説明会の開催、日本ゼオ

ン Web サイトにて開示する決算説明資料の充実、個人投資

家向け会社説明会への参加など、 個別面談以外の対話の手段

の充実にも継続的に取り組みます。IR・SR 室は、株主との対

話にて寄せられた意見について適宜整理・分析を行い、代表

取締役に報告します。ゼオンは、インサイダー取引・適時開

示等管理規程に基づき、未公表の重要事実の管理を徹底し、

情報漏洩のないよう株主との対話を行います。

　2021 年 6 月 29 日（火）、本社会議室にて第 96 回定時株主

総会を開催しました。新型コロナウイルスの感染拡大防止の観

点から、株主様に対し健康状態にかかわらず株主総会会場へ

のご来場差し控えをお願いしましたが、議題の内容を十分吟

味いただいた上で書面またはインターネットで議決権を行使

できるよう、招集通知を開催日の約 3 週間前に発送しています。

同時に株主総会の決議内容を Web サイトにも掲載しています。

　そのほか、四半期毎の決算説明会の音声配信や、年 2 回実

施しているトップによる経営の現況についての説明動画を配

信しています。

株主総会に関する情報はこちら

https://www.zeon.co.jp/ir/stock/meeting.html

決算説明会に関する情報はこちら

https://www.zeon.co.jp/ir/financial/bs.html

年度報告書・中間報告書はこちら

https://www.zeon.co.jp/ir/library/businessreport.html

株価および配当金の推移に関する情報はこちら

https://www.zeon.co.jp/ir/stock/dividend.html

株主とのコミュニケーション

3 4日本ゼオン　IR https://www.zeon.co.jp/ir/index.html

本年度よりスタートした中期経営計画において、ゼオンはその全社戦略の一番目として
「カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーを実現する『ものづくり』への転換を
推進する」を掲げました。持続可能な社会の実現への足掛かりとなるこの2年間で
は、2050年を見据えたカーボンニュートラルマスタープランを策定するとともに、
Scope1と2のCO₂削減について省エネや技術革新、燃料転換等を着実に進めます。
また、長期的な「ものづくり」転換に必要な研究開発にも粘り強く、意欲的に取り組ん
でまいります。

バイオマスからブタジエンを生成する新技術を共同開発
国立研究開発法人理化学研究所、横浜ゴム株式会社と共同で設置している「バイオモノマー
生産研究チーム」の研究により、バイオマス（生物資源）から効率的にブタジエンを生成でき
る世界初の新技術を開発しました。ブタジエンは 主に、自動車タイヤなどの原料として使
われる合成ゴムの主原料として使用されています。現在、ブタジエンはナフサ熱分解の副生
成物として工業的に生産していますが、バイオマス由来ブタジエン生成技術を確立するこ
とにより、石油依存度の低減に繋がるため、CO₂の削減に貢献することができます。

取り組み事例

新技術で重合された
ブタジエンゴム

2050年を見据えたカーボンニュートラルマスタープラン策定

長期的な「ものづくり」転換に
必要な研究開発・技術革新を
粘り強く実施

CO₂総排出量

2013 2030

貢献するSDGs

要となる方策

72.2
万トン

省エネ
技術革新

燃料転換

+Scope1
製造に伴う直接排出量

Scope2
エネルギー起源間接排出量

カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーを 実現する「ものづくり」への転換カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーを 実現する「ものづくり」への転換
「ものづくり」転換のための3大施策

特  集

省エネ
エネルギー消費量の

バラツキを減らし平均を下げる
取り組みを全工場で実施　

技術革新
現在の技術の延長では減らせない

消費エネルギーに対し、新しい技術を導入
（ヒートポンプ、原料転換など）

燃料転換
エネルギーの生成元である

ボイラ等の燃料を、再生エネルギーや
証書付の燃料に転換

「2050年度の
カーボン
ニュートラル
達成」を見据え、
2030年度の
削減目標を
検討中

「2050年度の
カーボン
ニュートラル
達成」を見据え、
2030年度の
削減目標を
検討中

トップによる説明動画の配信

第 97 期中間報告書

東京都千代田区丸の内1-6-2（新丸の内センタービル）
〒100-8246　電話03（3216）1772

　ゼオン ケミカルズ アジア（ZCA）社は2018年にタイにて設立
されたゼオングループの中でも新しい会社です。ZCA社の工場が
あるラヨーン県は、首都バンコクから車で約2時間の距離にある
タイ国内有数の石油化学産業集積地で、ZCA社の他にもゼオン 
アドバンスド ポリミクス社やゼオン ケミカルズ タイランド社
といったゼオングループ関連企業があります。
　ZCA社が製造するアクリルゴムは自動車の重要保安部品である
エンジン周りのガスケットやシール、オイルホースなどの主要
材料として使用されており、特殊ゴムに強みを持つゼオングループ
にとって重要な戦略製品です。日本の川崎・倉敷、アメリカに続く

4番目のアクリルゴム製造工場を擁するZCA社には、成長するアジ
ア市場への供給拠点として、地理的優位性を活かした大きな役割が
期待されています。
　この2021年8月からは商業生産がスタートしました。工場立上げ
にあたっては日本からのメンバーとタイ人メンバーが総力を結集
して困難を乗り越え、立上げ達成時にはともに喜びを分かち合い
ました。「ともに築き、ともに育つ」を合言葉に常に笑顔で未来を
見据え、お客様に喜んでいただける製品を生み出す工場としてゼ
オングループの成長に貢献するとともに、ステークホルダーのみ
なさまにもご満足いただける会社を目指してまいります。

ゼオンの海外拠点 −ゼオン ケミカルズ アジア社編−

証券コード 4205

株主のみなさまへ
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品質保証 コミュニティ労働安全衛生 ガバナンス データ集 国連グローバル・コンパクト対照表

環境 人権・CSR調達 人材目次 ゼオンのサステナビリティ GRI スタンダード対照表

ガバナンス

https://www.zeon.co.jp/ir/stock/dividend.html
https://www.zeon.co.jp/ir/library/businessreport.html
https://www.zeon.co.jp/ir/stock/meeting.html
https://www.zeon.co.jp/ir/financial/bs.html
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